
牛久市岡田小学校区の全12行政区で 

平成29年度に向けた見守り体制が出来上がりました 

 

 見守りチームは平成26年度に岡田小学校区全12行政区で１対１見守り体制を確立しまし

た。そして、平成27年度、28年度さらに平成29年度へとその輪がより強いものとなるよう

それぞれの行政区で活動が続いています。 

なお、平成27年度に民生委員児童委員岡田小学校区部会で見守り体制を見直し、下記の

方々を見守り対象者とすることにしました。 

 

１・病弱で１人暮らしの高齢者。 

２・家の中でも車いすを使っている人。 

３・足腰が弱く外出するとき杖を使っている人。 

４・心身に障害のある人。 

５・その他住民が見守りを必要と認める人。 

６・75歳以上の独居高齢者は原則として見守り対象者 

とする。 

現在もこの基準を基に見守りが続いています。 

 各行政区は平成28年度もこの基準で見守り体制を見直し、平成28年12月末までに下表

のような新しい１対１見守り体制を整えました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●１対１見守り体制とは 

 この人は地域で見守らなければならないと判断した

見守り対象者１人に対して、１人以上の支援協力者（見

守り担当者）を決めて日常的に見守ることを指します。 

 



●住民が見守る範囲 

 支援協力者は、自分が担当する見守り対象者に何かあった場合、直ちに民生委員または

区長に一報し、民生委員または区長は必要に応じて包括支援センターやケアマネジャー等

に相談して、救急車を呼んだり緊急連絡先の人に電話するなど必要な措置をとります。 

 

●牛久市の見守り台帳を 

ベースとする見守り体制 

 岡田小地区社協の１対１見守り体制は牛久市の

見守り台帳をベースとしています。見守り台帳は、

自分に何かあった場合に周囲の援護を希望する者

が、台帳に自分の名前を登録することにより、地域

の見守りボランティアに見守ってもらうことが出

来るシステムです。 

 

●民生委員以外の人への個人情報提供 

 見守り台帳登録者は自分を援護してもらうのに必要な個人情報を、民生委員だけでなく

区長や見守りボランティアにも提供することに同意しています。 

 

●牛久市の見守り台帳（要援護者）事業 

 牛久市は、平成18年度に交通防災課の管轄で「災害時要援護

者登録制度」をスタートさせ、台帳登録者の氏名、住所、性別

を市・行政区長・民生委員で共有する体制をつくりました。 

 平成21年度に、災害発生時の支援に加えて平常時の見守りに

も力を入れるべきとの考えから、管轄を社会福祉課に移し「要

援護者登録制度」に衣替え。平成25年度に「見守り台帳（要援

護者）登録事業」と呼び方を変えました。 

 平常時の見守りに軸足を置くようになった平成21年度から

は、民生委員が地域の高齢者を訪問して見守り台帳への登録を

呼びかけ、年に一度情報を更新しています。 

 また、これを機に見守り対象者の個人情報は、氏名・住所・性別だけでなく、見守りに

必要な最低限の情報を、民生委員、行政区長のほかに見守り支援に関わる地域ボランティ

アの方にも提供できるように、台帳登録の際に申請者から同意を得るシステムにしました。 

 日本の自治体の多くは災害時要援護者支援事業や緊急通報シス

テム事業を推進しています。その中で牛久市の見守り事業は、早く

から、災害時だけでなく平常時にも要援護者を見守る体制を重視し、

緊急通報システムや救急ボトル、ＳＯＳネットワーク、新聞・乳製

品配達時の見守り等に加えて、見守り台帳をベースとする市民に 

る１対１見守り体制の構築を目指しているのが特徴です。 


